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元　松　茂　樹　　様
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宇土市監査委員

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項の規定により，審査に付された平成29年

度宇土市財政の健全化判断比率について審査を実施したので，その結果について次のとおり意見

書を提出します。

宇 市 監 第 70 号

平成31年 1月11日

尾 沢 安 治 郎

山 村 保 夫

平成29年度宇土市財政の健全化判断比率審査意見について平成29年度宇土市財政の健全化判断比率審査意見について平成29年度宇土市財政の健全化判断比率審査意見について平成29年度宇土市財政の健全化判断比率審査意見について

宇土市長　



１．審 査 の 期 間１．審 査 の 期 間１．審 査 の 期 間１．審 査 の 期 間

２．審 査 の 方 法２．審 査 の 方 法２．審 査 の 方 法２．審 査 の 方 法

３．審 査 の 結 果３．審 査 の 結 果３．審 査 の 結 果３．審 査 の 結 果

（１）総括的意見

（２）是正改善を要する事項

　特に指摘すべき事項はない。

（３）担当課提出資料は，次のとおりである。

　平成３０年　７月１３日から７月２７日まで

　平成３１年　１月　８日から１月１１日まで

（　）内は平成28年度数値

18.64

25.0

350.0

20.00

30.00

35.0

（30.00）

健全化判断比率の審査にあたっては，市長から送付された健全化判断比率報告書及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか否かについて，関係職員の説明等を求

め実施した。

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類はいずれも適正に

作成されているものと認めた。平成28年度同様，早期健全化基準を下回っており，今後も引続き，健

全な財政運営に努められるよう要望する。

将 来 負 担 比 率

区 分

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

13.64

実 質 公 債 費 比 率

29.5 35.6

9.8

―

―

％

財政再生基準

（20.00）

9.4

―

―

％

平成29年度

（確定値）

（35.0）

平成28年度

（確定値）

％％

早期健全化基準

（13.62）

（18.62）

（25.0）

（350.0）



財政健全化比率の状況（H29算定）

平成29年度 （単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

― ―

(△ 9.22) (△ 25.01)

― ―

(△ 7.90) (△ 21.68)

13.64 18.64 25.0 350.0

20.00 30.00 35.0

（注1）実質赤字比率，連結実質赤字比率は黒字であれば「－」となる。

　　　　参考として比率を表示しているが黒字の比率は「△」表示される。

（注2）早期健全化基準，財政再生基準はH29算定によるもの。（標準財政規模等により変動）

　　　　

早期健全化基準
（イエローカード）

財政再生基準
（レッドカード）

確定値 9.4 29.5

（参考）
平成28年度確定値 9.8 35.6



■早期健全化基準（黄）　

■財政再生基準（赤）

（単位：千円）

H28

・繰上充用額：歳入不足のため，翌年度歳入を繰上げて充用した額

・支払繰延額：実質上歳入不足のため，支払を翌年度に繰延べた額

・事業繰越額：実質上歳入不足のため，事業を繰越した額

※「一般会計」とは一般会計及び特別会計のうち次の①～③以外のもの

① 地方公営企業法第２条の適用企業に係る特別会計

② 地方財政法第６条の公営企業に係る特別会計のうち①以外のもの

③ 上記①及び②に掲げるもののほか，国民健康保険事業，介護保険事業，後期高齢者医療事業等に係る特別会計

全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率

■早期健全化基準（黄）　

■財政再生基準（赤）

（単位：千円）

H29 H28

(A)一般会計及び(※1)公営企業以外の特別会計のうち，実質赤字を

　 生じた会計の実質赤字の合計額

(B)(※2)公営企業の特別会計のうち，資金不足額を生じた会計の

　 資金の不足額の合計額

(C)一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち，実質黒字を生じ

　 た会計の実質黒字の合計額

(D)公営企業の特別会計のうち，資金の剰余額を生じた会計資金の

　 剰余額の合計額

(※1)公営企業以外の特別会計…国民健康保険，介護保険，後期高齢者医療特別会計

(※2)公営企業の特別会計…水道事業，簡易水道事業，公共下水道事業，漁業集落排水施設整備事業特別会計

①　実質赤字比率①　実質赤字比率①　実質赤字比率①　実質赤字比率

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

13.64%

20.00%

H29

繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

＝

赤字なし

＝ 　 － (※赤字なし)

標準財政規模 8,465,601

（H28：赤字なし）

H29

0 0

8,465,601

0

0

②　連結実質赤字比率②　連結実質赤字比率②　連結実質赤字比率②　連結実質赤字比率

18.64%

0

0

0 0

30.00%

H29

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

＝

赤字なし

＝ 　 － (※赤字なし)

標準財政規模

975,657 860,155

1,142,147 991,245

（H28：赤字なし）

0 0



一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率（3ヶ年平均）

■早期健全化基準（黄）　

■財政再生基準（赤）

（単位：千円）

[ 1,622,750 ] [ 1,645,900 ]

[ 324,391 ] [ 323,450 ]

[ 0 ] [ 0 ]

[ 230,752 ] [ 228,603 ]

[ 93,611 ] [ 94,815 ]

[ 28 ] [ 32 ]

[ 0 ] [ 0 ]

(F) 特定財源 [ 86,276 ] [ 100,859 ]

(F') 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 [ 1,171,760 ] [ 1,175,646 ]

※ 標準財政規模 [ 8,465,601 ] [ 8,536,053 ]

③　実質公債費比率③　実質公債費比率③　実質公債費比率③　実質公債費比率

25.0%

35.0%

（元利償還金(E)＋準元利償還金(E')）－（特定財源(F)＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額(F')）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

H27 H28 H29 H28

× 100

703,913

× 100 ＋

692,845

3 ＝ 9.8%

7,322,663 7,360,407 7,293,841

× 100 ＋

689,105

(E') 準元利償還金の内容

①満期一括償還地方債について，償還期間を30年とする元金均等年賦償還をした場合の1年あたりの元金償還相当額

②一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち，公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

③組合・地方開発事業団(組合等)への負担金・補助金のうち，組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

④債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

⑤一時借入金の利子

H28

9.4%

（3ヶ年平均）

H29

H29

(E) 元利償還金・・・元利償還金のうち繰上，満期一括等を除いたもの

9.61% 9.41% 9.44%

÷



一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

■早期健全化基準（黄）　

■財政再生基準（赤）

（単位：千円）

－

－

－

－

H29 H28

　（G)将来負担額の内容

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

　（H)充当可能基金額

　（I)特定財源見込額（地方債を財源とする貸付金の償還金，公営住宅使用料等）

 　(J)地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

150,764

0 0

15,804,549 13,602,437

0 0

5,730,468 5,289,221

785,195 938,818

一般会計等の地方債残高

2,688,657 2,440,936

412,442 438,355

1,617,500 1,779,094

19,727,991 17,642,952

0 0

22,452,101

④　将来負担比率④　将来負担比率④　将来負担比率④　将来負担比率

350%

基準なし

将来負担額(G)－（充当可能基金額(H)＋特定財源見込額(I)＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(J)）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

※小数点第2位以下切り捨て

24,478,609

組合等の連結実質赤字相当額のうち，一般会計等の負担見込額

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額

当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち，一般会計等の負担見込額

地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額，その者のために債務を負担している場 32,019

合の当該債務のうち当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

7,293,841

H29

H28

22,452,101 19,830,476

＝

24,478,609 22,320,212

＝

2,158,397

＝ 35.6%

8,536,053 1,175,646

連結実質赤字額

債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費に係るもの）

＝ 29.5%

8,465,601 1,171,760

2,621,625

× 100

7,360,407

× 100


